
第４編 地盤災害の想定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  4-1 

 

4.1 液状化危険度の想定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-1 

4.1.1 予測方針・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-1 

4.1.2 予測手法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-2 

4.1.3 予測結果・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・4-10 

4.2 急傾斜地崩壊危険度の想定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・4-12 

4.2.1 予測方針・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・4-12 

4.2.2 急傾斜地の地震時危険度ランクの判定・・・・・・・・・・・・・・・・・・4-12 

4.2.3 予測結果・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・4-16 

4.3 河川堤防被害の想定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・4-19 

4.3.1 予測方針・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・4-19 

4.3.2 予測手法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・4-19 

4.3.3 予測結果・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・4-19 

4.4 大規模盛土造成地について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・4-24 

4.4.1 本市における大規模盛土造成地への対応・・・・・・・・・・・・・・・・・4-24 

 



 4-1

第４編 地盤災害の想定 

 

4.1 液状化危険度の想定 

 

4.1.1 予測方針 

 液状化危険度の想定は、第３編の地震動想定の結果を用いて、道路橋示方書(2002) １）に基づく

FL法、PL法により、250m メッシュごとの液状化危険度を求めるものとする。図 4.1-1 に液状化危

険度予測の想定フローを示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.1-1 液状化危険度の想定フロー 
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4.1.2 予測手法 

液状化危険度の予測は、前掲の図 4.1-1 のフローに示したように、道路橋示方書(2002) １）に基

づく FL法、PL法によって行った。 

 

①手法（FL法、PL法）について 

PL 法では、地震時に作用する地震動の強さ（最大せん断応力）と地盤のもっている液状化に対

する抵抗力（液状化強度）を各深度で比較して判定し、その判定値（FL 値）を深さ方向に重みを

つけて足し合わせ、地点での液状化危険度の指標となる PL値を算定する。 

液状化判定の対象とする地層は、過去の液状化事例に基づいて、緩い砂を主体とする地層が深

度 20m 以浅に現れる地下水位以深の地層とした。 

液状化危険度は、岩崎他(1980) 2）による新潟地震等の液状化事例の評価に基づいた、PL値と液

状化危険度の関係から求めた。表 4.1-1 に PL値による液状化危険度判定区分を示した。また、FL

法の概要を図 4.1-2(1)～(4)に、PL法の概要を図 4.1-2(5)に示す。 

 
 
 

表 4.1-1 PL値による液状化危険度判定区分 (岩崎他(1980) 2）に加筆) 

 
 PL＝0 0＜PL≦5 5＜PL≦15 15＜PL 

PL値による 

液状化危険度判定 
液状化危険度は極め

て低い。液状化に関

する詳細な調査は不

要 

液状化危険度は低

い。特に重要な構造

物に対して、より詳

細な調査が必要 

液状化危険度がやや

高い。重要な構造物

に対してはより詳細

な調査が必要。液状

化対策が一般には必

要 

液状化危険度が高

い。液状化に関する

より詳細な調査と液

状化対策が不可避 
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図 4.1-2(1) FL法の概要その１（道路橋示方書(2002) １）） 
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図 4.1-2(2) FL法の概要その２（道路橋示方書(2002) １）） 
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図 4.2-1(3) FL法の概要その３（道路橋示方書(2002) １）） 
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図 4.1-2(4) FL法の概要その４（道路橋示方書(2002) １）） 
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図 4.1-2(5) PL法の概要（岩崎他(1980) 2）に加筆） 
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②液状化検討の対象地形区分 

液状化の検討対象とする地形区分は、若松・松岡（2008）3）による微地形区分（図 2.2-7 参照）

の次の地形区分とした。 
 

 液状化検討対象地形区分： 

谷底低地、扇状地、自然堤防、後背湿地、旧河道、三角州・海岸低地、砂州・砂礫州、 

砂丘、砂州・砂丘間低地、干拓地、埋立地 

 

③細粒分含有率 

 神奈川県（2009）4）では、県内における沖積層砂質土（As）の細粒分含有率（Fc）の値を設定

するために、神奈川県内の動的変形特性試験実施地点での沖積砂質土の粒度試験結果を収集・整

理し、その試験結果を基に、N 値と細粒分含有率との関係を図 4.1-3 のように設定している。今

回の調査でもこの設定を用いることとする。比較のために、亀井・森本・安田・清水・小金・石

田（2002）5）東京低地の沖積砂質土の関係式を併せて示しておく。 
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図 4.1-3 N 値と細粒分含有率(Fc(%))との関係（神奈川県(2009) 4）による） 

 

 

④地下水位 

 各地点における地下水位については、図 4.1-4(1)に示すボーリングデータの孔内水位の値から

地下水位分布図を作成して求めた。この地下水位分布図から液状化判定対象地点のみを抽出して

図4.1-4(2)に示す。ただし、埋立地及び干拓地についてはボーリングデータが不足しているため、

神奈川県全域の埋立地、干拓地について平均値、最頻値を求め、これらのうち浅い方の値を採用

した。 
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図 4.1-4(1) ボーリングの孔内水位から求めた地下水位分布（深度表示） 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1-4(2) ボーリングの孔内水位から求めた地下水位分布 

（深度表示・液状化対象層のみ：図の灰色は対象外） 
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4.1.3 予測結果 

 液状化危険度の予測結果を図 4.1-5 に示す。 

 川崎区においては、３地震とも液状化危険度の高い地域がかなりの範囲に分布している。 

 幸区、中原区においては、南関東地震及び東京湾北部地震の場合は、液状化危険度の高い地域

が一部地域に点在して分布するが、川崎市直下の地震の場合は、両区とも液状化危険度の高い地

域がかなりの範囲を占めている。 

 高津区においては、南関東地震及び東京湾北部地震の場合は、液状化危険度の高い地域が限定

した地域にのみ点在して分布するが、川崎市直下の地震の場合は、液状化危険度の高い地域がや

やまとまって分布している。 

 

 

 

 

 

図 4.1-5(1)  液状化危険度分布図＜川崎市直下の地震＞ 
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図 4.1-5(2)  液状化危険度分布図＜南関東地震＞ 

 

 

図 4.1-5(3)  液状化危険度分布図＜東京湾北部地震＞ 
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4.2 急傾斜地崩壊危険度の想定 

 

4.2.1 予測方針 

急傾斜地崩壊危険度の想定については、斜面の危険度と地震動の大きさより、地震時の危険度

ランクを評価し、そのランクから、起こりうる崩壊確率と崩壊地における人家被害率に基づき、

斜面被害による建物被害を算出する（図 4.2-1）。建物被害については、第５編の 5.5 節に記述す

る。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

図 4.2-1 被害予測フロー 
 
4.2.2 急傾斜地の地震時危険度ランクの判定 

 急傾斜地の地震時の危険度ランクは、各斜面の評価と地震動（震度）の関係より判定した。判

定基準を表 4.2-1 に示した。 

表 4.2-1 急傾斜地の斜面及び震度による危険度ランク判定基準 
            

 
 
 
 
 
 
 

※1 斜面の危険度ランク a、b、c は、表 4.2-2(1)、(2)、(3)の資料による。 
※2 震度による危険度ランクの説明は、次のとおり。 

・ランク A：相対的に危険性が高い 
・ランク B：相対的に危険と考えられる 
・ランク C：相対的に危険性が低い 
・斜面対策工が概成している場合はランク C とする 

 
各斜面の評価については、神奈川県県土整備部砂防海岸課による急傾斜地の評価を用いた。 
県土整備部では、県内の急傾斜地について、急傾斜崩壊危険箇所現地調査表を基に調査を行い、

表 4.2-2(3)に示したように斜面に対する評価を行っている。ここで、表 4.2-2(1)の項目と表

斜面の危険度ランク 

a b c 

斜面※1 

震度※2 

24点以上 14～23点 13点以下 

震度6強以上 A A A 

震度6弱 A A B 

震度5強 A B C 

震度5弱 B C C 
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4.2-2(3)の項目とは直接対応していないために、次のように対応付けを行った。 

 

 表 4.2-2(1)の項目   表 4.2-2(3)の項目 

（道路震災点検便覧）    （県土整備部） 

 ①斜面高（H）m  → 高さ 

 ②斜面勾配（α） → 傾斜角 

 ③オーバーハング → 横断形状 

 ④斜面の地盤  → 地表の状況 

 ⑤表土の厚さ  → 表土の厚さ 

 ⑥湧水   → 湧水の状況 

 ⑦落石・崩壊頻度 → 隣接斜面の崩壊履歴 

 

これらについて、表 4.2-2(3)の記載から表 4.2-2(1)に適合する点数を与えて評価することとし

た。 
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①～⑦の項目の点数の合計値 24 点以上 14 点～23 点 13 点以下 

斜面の危険度ランク a b c 

 

表 4.2-2(1) 切土のり面・斜面耐震調査票Ⅰ（日本道路協会(1979) 6） ） 

表 4.2-2(2) 切土のり面・斜面判定基準（日本道路協会(1979) 6） 、埼玉県(1982) 7) ） 
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表 4.2-2(3) 斜面評価一覧表の例（県土整備部データ） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 データ記入要領(建設省河川局砂防部傾斜地保全課 8）、平成 11 年 1 月) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①② ③ ④ ⑤ ⑥⑦ 表 4.2-2(1)の左端欄の番号→ 

環境要因

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 24 25 26 27 28 29
1614 14 101 1 1001 2 353134 1394001 485 45 8 1 5 7 5 2 1 4 50 2 4 3 7 2 4 5 5 1 3 5 2 1 2 4
1615 14 101 1 1002 2 353134 1393952 450 45 13 1 6 2 5 2 2 4 100 5 4 2 7 2 4 5 3 2 3 5 3 5 2 4
1616 14 101 1 1003 2 353124 1393938 117 55 10 1 9 9 5 1 1 4 50 4 4 3 7 2 4 5 3 1 3 5 3 5 2 3
1617 14 101 1 1004 2 353130 1394008 830 45 18 8 9 6 3 2 1 4 50 5 4 3 7 2 4 5 3 2 3 5 3 5 1 1
1618 14 101 1 1005 1 1139 353119 1394016 353122 1394016 414 40 6 1 7 8 5 1 1 4 50 2 4 3 7 2 4 5 3 2 3 5 3 5 1 1
1619 14 101 1 1006 2 352936 1394000 166 60 10 5 2 8 5 3 4 4 50 2 4 3 7 2 4 1 1 2 3 5 3 5 2 4
1620 14 101 1 1007 2 352925 1393949 366 35 8 1 5 2 5 2 2 3 50 5 4 3 7 2 4 2 1 2 3 5 3 5 2 4
1621 14 101 1 1008 1 1136 352947 1394004 352958 1394015 170 60 12 5 5 4 5 1 1 3 50 5 4 3 7 2 4 2 2 2 3 5 3 5 2 4
1622 14 101 1 1009 2 352947 1394004 182 60 6 1 8 4 3 2 1 3 100 5 4 3 7 2 4 5 2 2 1 1 3 5 2 3
1623 14 101 1 1010 2 352945 1393958 409 50 10 4 3 4 3 2 1 3 50 5 4 3 7 2 4 5 3 2 3 5 3 5 2 3

32
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23 30 31

地質・土質要因
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崩
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崩
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傾
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斜
面
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さ

斜
面
方
位

斜
面
形
状

上
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地
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向
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人
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数
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造

換
算
人
家
戸
数

木
造

人
家
戸
数

非
木
造

換
算
人
家
戸
数

非
木
造

人
家
戸
数

木
造

換
算
人
家
戸
数

木
造

人
家
戸
数

非
木
造

換
算
人
家
戸
数

非
木
造

36 40 41 42
1 96 96 2 2 6 6 21 41 0 0 1 1 2 2 2 167
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1 176 190 24 24 30 30 48 62 4 4 1 1 1 2 210 86
1 136 136 11 11 65 65 24 24 0 0 1 1 1 2 45
1 26 63 0 37 0 0 17 17 0 0 1 1 1 2 20
1 114 114 3 3 0 0 32 32 44 44 2 2 2 2 149
1 42 42 17 17 0 0 18 18 0 0 1 1 2 106
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4.2.3 予測結果 

 
表 4.2-3 に区ごとの危険度ランク別箇所数を示し、図 4.2-2 に斜面の危険度ランク、図 4.2-3

に対策工の有無を示し、図 4.2-4 に地震時の危険度ランクを示した。 

地震時の危険度ランクが最も高いＡランクの箇所は、川崎市直下の地震で 314 箇所、南関東地

震で 78 箇所、東京湾北部地震で 61 箇所となっており、川崎市直下の地震の場合は、地震動の大

きさが他の２地震よりも全体的に大きいため、ランクの高い箇所数が多くなっている。 

 
 

表 4.2-3 急傾斜地危険度ランク別箇所数

地震時危険度ランク
川崎市直下の地震 南関東地震 東京湾北部地震

a b c A B C A B C A B C
川崎区 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
幸区 2 2 0 2 0 0 0 2 0 0 2 0 0 2

中原区 8 1 0 1 7 7 0 1 0 7 1 0 4 4
高津区 101 35 1 41 59 61 5 35 26 36 39 30 28 43
宮前区 103 5 0 28 75 75 23 5 17 57 29 19 48 36
多摩区 97 11 0 36 61 45 41 11 3 42 52 2 43 52
麻生区 195 13 0 104 91 126 56 13 32 98 65 10 104 81
合計 506 67 1 212 293 314 125 67 78 240 188 61 227 218

斜面の危険度ランク
対策工
有箇所

数
箇所数区名

 

 
 
 
 

 
図 4.2-2 急傾斜地崩壊による斜面の危険度ランク 

 

危険度ランク 
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図 4.2-3 急傾斜地崩壊に対する対策工の有無 

 

 
図 4.2-4(1) 急傾斜地地震時危険度ランク分布図（川崎市直下の地震） 
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図 4.2-4(2) 急傾斜地地震時危険度ランク分布図（南関東地震） 

 

 
図 4.2-4(3) 急傾斜地地震時危険度ランク分布図（東京湾北部地震） 
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4.3 河川堤防被害の想定 

 
4.3.1 予測方針 

川崎市域の河川堤防について、地震による被害の試算を行うこととする。 
 前回の調査（平成８年度川崎市地震被害想定調査）では、川崎市内の河川の現況から、多摩川、

鶴見川を除くと盛土堤防はなく、地盤が河川水位より低い所はほとんどないことから、多摩川、

鶴見川を被害想定の判定対象としている。 
 今回の調査でも、上記条件を想定し、多摩川、鶴見川の河川堤防被害を想定することとする。 
 
4.3.2 予測手法 

 河川堤防の地震被害は、過去の被害事例の調査・解析により、堤体被害の要因は液状化による

ものとされている。今回の想定でも、地震による河川堤防の被害とそれに伴う二次災害の発生と

いう観点から、堤体の被害に着目し、地盤の液状化危険度（ＰＬ値）によって判定するものとした。 

 試算にあたっては、堤防の位置する 250ｍメッシュの液状化危険度（ＰＬ値）が 15 以上の場合

を被害の危険性大として、判定を行った。予測フローを図 4.3-1 に示す。  

なお、試算にあたっては、河川に沿って線状に連続する堤防を、便宜的に河川を跨ぐ橋梁を区

切りとした小区間に分け、その小区間を集計区間して被害率、被害延長を集計することとした。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.3-1 河川堤防の被害予測フロー 

 
 
4.3.3 予測結果 

 河川堤防の地震による被害の試算結果を表 4.3-1 及び図 4.3-2 に示す。表 4.3-1 は先に設定し

た小区間である各橋梁間の被害率及び被害延長として示した。また、図 4.3-2 には被害の危険性

大と判定した箇所を示した。 

 多摩川については、川崎市直下の地震では、主として下流域に危険性大とされる区間の割合が

50％を超える区間が存在する一方、東京湾北部地震及び南関東地震については、危険性大とされ

る区間の割合が相対的に小さくなっている。 

 鶴見川については、全般的に多摩川に比べて危険性大とされる割合が小さくなっている。 

 
 
 

 

堤防のデータ（位置） 

地震動データ 

（250m ﾒｯｼｭ） 

液状化危険度の想定

（ＰＬ値：250m ﾒｯｼｭ）

小区間の設定 

小区間毎 

の被害率 

小区間毎の

被害延長 

地盤データ 

（250m ﾒｯｼｭ） 

被害箇所
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表 4.3-1 河川堤防の被害試算結果 

 
＜川崎市直下の地震＞ 

河川名 起点 終点 延長(km) 被害延長(km) 被害率(%)
多摩川 大師橋 新六郷橋 3.10 1.70 54.89
多摩川 新六郷橋 多摩川大橋 2.92 0.43 14.70
多摩川 多摩川大橋 ガス橋 1.98 1.18 59.55
多摩川 ガス橋 丸子橋 2.64 1.34 50.59
多摩川 丸子橋 新多摩川橋 3.49 0.10 2.94
多摩川 新多摩川橋 新二子橋 1.76 0.00 0.00
多摩川 新二子橋 多摩川橋 2.30 0.82 35.55
多摩川 多摩川橋 多摩水道橋 2.69 0.00 0.00
多摩川 多摩水道橋 多摩川原橋 4.68 0.00 0.00
多摩川 25.56 5.57 21.77

鶴見川 鷹野大橋 末吉橋 0.99 0.12 11.74
26.55 5.68 21.40合計

合計

 

 

＜南関東地震＞ 

河川名 起点 終点 延長(km) 被害延長(km) 被害率(%)
多摩川 大師橋 新六郷橋 3.10 0.83 26.83
多摩川 新六郷橋 多摩川大橋 2.92 0.00 0.00
多摩川 多摩川大橋 ガス橋 1.98 0.31 15.60
多摩川 ガス橋 丸子橋 2.64 0.22 8.21
多摩川 丸子橋 新多摩川橋 3.49 0.00 0.00
多摩川 新多摩川橋 新二子橋 1.76 0.00 0.00
多摩川 新二子橋 多摩川橋 2.30 0.00 0.00
多摩川 多摩川橋 多摩水道橋 2.69 0.00 0.00
多摩川 多摩水道橋 多摩川原橋 4.68 0.00 0.00
多摩川 25.56 1.36 5.31

鶴見川 鷹野大橋 末吉橋 0.99 0.00 0.00
26.55 1.36 5.11合計

合計

 
 

＜東京湾北部地震＞ 

河川名 起点 終点 延長(km) 被害延長(km) 被害率(%)
多摩川 大師橋 新六郷橋 3.10 0.83 26.83
多摩川 新六郷橋 多摩川大橋 2.92 0.00 0.00
多摩川 多摩川大橋 ガス橋 1.98 0.31 15.60
多摩川 ガス橋 丸子橋 2.64 0.52 19.75
多摩川 丸子橋 新多摩川橋 3.49 0.10 2.94
多摩川 新多摩川橋 新二子橋 1.76 0.00 0.00
多摩川 新二子橋 多摩川橋 2.30 0.00 0.00
多摩川 多摩川橋 多摩水道橋 2.69 0.00 0.00
多摩川 多摩水道橋 多摩川原橋 4.68 0.00 0.00
多摩川 25.56 1.76 6.90

鶴見川 鷹野大橋 末吉橋 0.99 0.00 0.00
26.55 1.76 6.65合計

合計
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図 4.3-2(1) 河川堤防の被害箇所分布＜川崎市直下の地震＞ 
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図 4.3-2(2) 河川堤防の被害箇所分布＜南関東地震＞ 



 4-22

図 4.3-2(3) 河川堤防の被害箇所分布＜東京湾北部地震＞ 
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参考①： 
多摩川については、国土交通省京浜河川事務所において、地震による二次災害の発生するおそ

れのある区間の調査がなされている。 

その資料によれば、地震による液状化により堤防が沈下し、堤防高さの 75%が沈下した場合で

も、地震後の堤防高は河川水位よりも高いことから、二次災害の発生のおそれのある区間はない

とされている。 

ここでの想定河川水位は、計画高水位とし、河口部（高潮区間）については、朔望平均満潮位

＋１ｍを想定している。 

 
参考②： 
 図 4.3-3 に示すように、一般に堤防の地震による沈下は、液状化による浮力が働くため、最大

0.75H（H は堤防の高さ）となっている。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.3-3 既往の地震による堤防の沈下量と堤防高さの関係 

（国土技術研究センター(2002) 9）：河川堤防の構造検討の手引き図中の各種プロット点は 

被害地震ごとの区別を示す） 
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4.4 大規模盛土造成地について 

 

4.4.1 本市における大規模盛土造成地への対応 

 本市では、国の宅地耐震化推進事業の創設に伴い、平成 18 年度から宅地耐震化推進事業に取組

んでいる。 
この事業では、国の「大規模盛土造成地の変動予測調査ガイドライン」10）に沿って市内の大規

模盛土造成地の抽出を行った（図 4.4-1 参照）。 
 その結果、川崎市内に、大規模盛土造成地が存在することが判明し、その区域は市のホームペ

ージにて「大規模盛土造成地マップ」として公開している（図 4.4-3 参照）。 
この抽出作業を第一次スクリーニングといい、開発前後の航空写真・地形図による地形データ

の比較等に基く机上調査によって大規模盛土造成地を抽出した。 
第一次スクリーニングの結果から、第二次スクリーニング調査の実施計画を策定した。 
第二次スクリーニング調査の実施計画では、上記抽出された大規模盛土造成地について、地形

などの自然条件による評価だけでなく、造成年代、公共施設の有無などの社会的条件も加味し、

優先的に安全性を確認する調査箇所の選定をすることとした（図 4.4-2 参照）。 
 この第二次スクリーニング調査の実施計画の実行により、最も優先度の高い（優先度Ｉ(a)）盛

土造成地を抽出し、さらに現場踏査の結果、変状が見られた造成地については、平成 19 年度より

平成 23 年度までの５年間で、安全性を確認する調査の実施がされているところである。 
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※１ 川崎ラボラトリーが作成した昭和 22 年撮影の米軍写真から作成した地形データ 

図 4.4-1 大規模盛土造成地の抽出フローチャート 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 4.4-2 第二次スクリーニング計画（案）の策定フローチャート 

（図 4.4-1、4.4-2 とも平成 18 年度大規模盛土造成地変動予測調査（一次スクリーニング）委託業務報告書 

より抜粋） 

 

1.大規模盛土造成地抽出方針の決定 

2.開発前地形データ作成 
S22 年時点 

既往データ※１作成範囲外（13.4km2）

2.開発後地形データ作成 
H17 年時点 

川崎市全域（58.3 km2） 

3.開発前後の標高差分図の作成 

4.盛土造成地の把握 

5.抽出条件に当てはまる 
大規模盛土造成地の選別 

START 

END 
市内大規模盛土造成地の抽出 
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図 4.4-3 大規模盛土造成地マップ（川崎市ホームページ 11）より） 
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